
一般社団法人長野県サッカー協会 定款

第1章  総  則  

（名 称） 
第1条  この法人は、一般社団法人長野県サッカー協会（英文名NAGANO PREF.FOOTBALL

 ASSOCIATION）と称する。（以下、本会という。） 

（事務所） 
第2条  本会は、主たる事務所を長野県松本市に置く。 
2 本会は、理事会の決議によって、必要な地に従たる事務所を置くことができる。 

第2章  目的及び事業 

（目 的） 
第3条  本会は、長野県サッカー界を統括し代表する団体として,サッカー競技及びフット

サル競技、ビーチサッカー（以下、「サッカー競技」という。）の普及振興を図
り、もって長野県民の心身の健全な発達とスポーツ文化の発展に寄与することを
目的とする。 

（事業及び事業年度） 
第4条  本会は、前条の目的を達成するため、次の事業を行う。 

(1) 競技会開催事業 
(2) 広報普及事業 
(3) 育成強化事業 
(4) 指導者養成事業 
(5) 審判員養成事業 
(6) その他本会の目的を達成する為に必要な事業 

２  前項の事業は長野県において行うものとする。 
３  本会の事業年度は、毎年４月１日に始まり翌年３月３１日に終わる。 

第3章  会  員  

（種 類） 
第5条  本会に次の会員を置く。 

(1) 正  会  員  本会の目的に賛同して入会した個人又は法人並びに本条第４号の登録
会員の推薦を受けたチーム若しくは団体の代表者又は個人。 

(2) 賛助会員 本会の事業を賛助するため入会した個人又は法人。 
(3) 特別会員 本会に功労のあった者、又は学識経験者で理事会から推薦され、総会

において承認された者。 
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(4) 登録会員 第45条第1項各号に規定するチーム若しくは団体又は個人。 
2 前項の正会員をもって一般社団法人及び一般財団法人に関する法律（以下「一般法
人法」とする。）上の社員とする。 

（会員資格の取得） 
第6条  正会員及び賛助会員として入会しようとする者は、理事会が別に定める入会申請

書による申込みをし、理事会の承認を得なければならない。但し、登録会員のう
ち正会員に推薦された団体の代表者又は個人は除くものとする。 

2 特別会員に推薦されたものは、本人の承諾をもって会員となるものとする。 
3 登録会員として入会しようとする者は、理事会が別に定める所定の手続きをもって
入会するものとする。ただし、第45条第１項第1号から第5号に規定する登録会員は、
公益財団法人日本サッカー協会(以下「日本サッカー協会」という)の定めるインター
ネットを利用した登録システムによる所定の手続（以下「Ｗｅｂ登録」という。）
を行ったときに入会したものとみなす。

（入会金及び会費等） 
第7条  正会員は、総会において別に定める入会金及び会費を納入しなければならない。

ただし、登録会員のうち正会員に推薦された団体の代表者又は個人は除くものと
する。 

2 賛助会員は、総会において別に定める会費を納入しなければならない。 
3 特別会員のうち功労により推薦された会員は、理事会の決議により会費を免除する
ことができる。 

4 登録会員は、第46条に定める登録料を納入したときに当該入会金及び会費を納入し
たものとみなす。 

（任意退会） 
第8条  会員は、理事会が別に定める退会届を提出し、理事会の承認を経て任意にいつで

も退会することができる。 

（除 名） 
第9条  会員が次の各号の一に該当する場合には、総会における正会員の決議によって、

当該会員を除名することができる。この場合においては、その会員に対し決議の
前に弁明の機会を与えなければならない。 

(1) 本会の定款その他の規則に違反したとき。 
(2) 本会の名誉を傷つけ、又は目的に反する行為をしたとき。 
(3) その他除名すべき正当な事由があるとき。 

（会員資格の喪失） 
第10条  前２条の場合のほか、会員は次の各号の一に該当する場合には会員たる資格を喪

失する。 
(1) 死亡し、若しくは失踪宣告を受け、又は会員である法人が解散したとき。 
(2) 登録会員が継続してWeb登録をしなかったとき。 
(3) 第7条における支払い義務を2年以上履行しなかったとき。 
(4) 後見または保佐開始の審判を受けたとき。 
(5) 総正会員が同意したとき。  
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（拠出金品の不返還） 
第11条  退会し、又は除名された会員がすでに納入した入会金、会費及びその他の拠出金

品は返還しない。 

第4章  総  会  

（構 成） 
第12条  総会は、全ての正会員をもって構成する。 
2 前項の総会をもって一般法人法上の社員総会とする。 

（権 限） 
第13条  総会は、次の事項及び法令で定められた事項を決議する。 

(1) 貸借対照表及び損益計算書（正味財産増減計算書）の承認 
(2) 監査報告 
(3) 定款の変更 
(4) 役員の選任及び解任 
(5) その他 

（開 催） 
第14条  総会は、毎事業年度６月に開催するほか、必要がある場合に開催する。 

（招 集） 
第15条  総会は、法令に別段の定めがある場合を除き、理事会の決議に基づき会長が招集

する。 
2 正会員総数の議決権の５分の１以上の議決権を有する社員は、会長に対し、総会の
目的である事項及び理由を示して、総会の招集を請求することができる。 

3 総会を招集するときは、会議の日時、場所、目的及び審議事項を記載した書面をも
って、少なくとも開催日の１４日前までに通知しなければならない。 

（議 長） 
第16条  総会の議長は、会長がこれにあたる。 

（議決権） 
第17条  総会における議決権は、正会員１名につき１個とする。 

（決 議） 
第18条  総会の決議は、正会員総数の議決権の過半数を有する会員が出席し、出席した正

会員の過半数をもって行う。 
2 前項の規定にかかわらず、次の決議は総正会員数の議決権の３分の２以上にあたる
多数をもって行う。 
(1) 会員の除名 
(2) 監事の解任 
(3) 定款の変更 
(4) 解散及び残余財産の処分 
(5) その他法令で定められた事項 
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3 理事又は監事を選任する議案を決議するに際しては、候補者ごとに第１項の決議を
行わなければならない。理事又は監事の候補者の合計数が第２1条に定める定数を上
回る場合には、過半数の賛成を得た候補者の中から得票数の多い順に定数の枠に達
するまでの者を選任することとする。 

（書面決議等） 
第19条  総会に出席できない正会員は、あらかじめ通知された事項について書面をもって

決議することができる。 
2 前項の場合における第18条の適用については、その正会員は出席したものとみなす。 

（議事録） 
第20条  総会の議事については、法令の定めるところにより議事録を作成する。 
2 出席した監事及び正会員の中から選任された議事録署名人は前項の議事録に署名押
印する。 

第5章  役  員  

（役員の設置） 
第21条  本会に、次の役員を置く。 

(1) 理事  13名以上35名以内 
(2) 監事  2名以内 

2 理事のうち、1名を会長、5名以内を副会長、1名を専務理事、6名以内を常務理事と
する。 

3 前項の会長をもって一般法人法上の代表理事とし、専務理事をもって一般法人法上
の業務執行理事とする。 

4 会長が欠けたとき又は会長に事故あるとき会長を代行する副会長を代表理事として
選定し、理事会が予め決定した順序によって会長の業務執行に係る職務を代行する
ものとし、代行期間は任期の最終理事会を上限とする。 

（役員の選任） 
第22条  理事及び監事は、正会員（法人の場合にあってはその代表者）の中から、総会の

決議によって選任する。 
2 会長、副会長、専務理事は理事会の決議によって選任する。また、常務理事は理事
会の決議によって理事の中から選定する。 

3 理事及び監事は、相互にこれを兼ねることはできない。 
4 理事のいずれか1人とその親族その他特別な関係にある者の合計数は、理事現在数の
3分の1を超えてはならない。 

5 監事は、相互に親族その他特別な関係にある者であってはならない。 

（理事の職務及び権限） 
第23条  理事は、理事会を構成し、法令及びこの定款で定めるところにより、職務を執行

する。 
2 会長は、法令及びこの定款で定めるところにより、本会を代表し、その業務を執行し、専
務理事は理事会において別に定めるところにより、本会の業務を分担執行する。 

3 会長及び専務理事は、毎事業年度に４箇月を超える間隔で２回以上、自己の職務の

- 4 -



執行の状況を理事会に報告しなければならない。 
4 副会長及び常務理事は理事会の決議に基づき、会長及び専務理事を補佐する。 

（監事の職務及び権限） 
第24条  監事は、理事の職務の執行状況と、この法人の財産の状況を監査し、法令で定め

るところにより、監査報告を作成する。 
2 監事はいつでも、理事及び使用人に対して事業の報告を求め、本会の業務及び財産
の状況を調査することができる。 

（役員の任期） 
第25条  理事及び監事の任期は、選任後2年以内に終了する事業年度のうち最終のものに

関する定時総会の終結の時までとする。ただし、再任は妨げない。 
2 補欠により選任された役員の任期は、前任者の任期の満了する時までとする。 
3 役員は、第21条に定める定数に足りなくなるときは、辞任又は任期満了後において
も、後任者が就任するまでは、その職務を行わなければならない。 

（役員の報酬等） 
第26条  理事及び監事は無報酬とする。ただし、常勤の理事及び監事に対しては、総会で

別に定める報酬等の支給の基準に従って報酬を支給することができる。 

第6章 顧問及び会友

（顧 問） 
第27条  本会に顧問を若干名置くことができる。 
2 顧問は、理事会の決議に基づき、会長が委嘱する。 
3 顧問は、会長及び理事会の諮問に応じる。 
4 顧問は、無報酬とする。 

（会 友） 
第28条  本会に会友を置くことができる。 
2 会友は、理事経験者の中から希望する人が理事会の承認を得て選任される。 
3 会友は、総会で別に定める会費を納めなければならない。 
4 会友は、本会の運営に関し、会長及び理事会の諮問に応じる。 

第7章  理事会 

（構 成） 
第29条  本会に理事会をおく。 
2 理事会は、すべての理事及び監事をもって構成する。 

（権 限） 
第30条  理事会は、次の職務を行う。 

(1) 本会の業務執行の決定。 
(2) 理事の職務執行の監督。 
(3) 会長、副会長、専務理事及び常務理事の選定及び解職。 
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（開 催） 
第31条  理事会は毎年4回開催するほか、次の各号に該当する場合に開催する。 

(1) 会長が必要と認めたとき。 
(2) 理事から会議の目的である事項を記載した書面をもって招集の請求があったとき。 
(3) 法令の定めにより、監事から招集の請求があったとき。 

（招 集） 
第32条  理事会は、会長が招集する。 
2 理事会を招集するときは、会議の日時、場所、目的及び審議事項を明確にし、書面
又は電磁的方法により少なくとも開催日の7日前に通知しなければならない。 

（議 長） 
第33条  理事会の議長は、会長がこれにあたる。 

（決 議） 
第34条  理事会の決議は、決議について特別の利害関係を有する理事を除き理事の過半数

が出席し、その過半数をもって行う。 
2 理事会には本人が必ず出席することとし、書面による委任欠席は認めない。 

（決議の省略） 
第35条  理事が理事会の決議の目的である事項について提案した場合において、理事の全

員が提案された議案につき書面により同意の意思表示をした時は、その議案を可
決する理事会の決議があったものとみなす。ただし、監事がその提案に異議を述
べたときはこの限りではない。 

（議事録） 
第36条  理事会の議事については、法令の定めるところにより、議事録を作成する。 
2 出席した会長及び監事は、前項の議事録に署名押印する。

第8章  種別委員会等 

（種別委員会等） 
第37条  本会の事業遂行のため、理事会の決議に基づき、種別委員会、専門委員会、特別

委員会(以下「種別委員会等」という)を置くことができる。 
2 種別委員会等は第2章に定める事業に必要な調査、立案を分担する。 
3 種別委員会等の組織及び運営に関する規定は理事会において別に定める。 

第9章  事務局 

（設置等） 
第38条  本会の事務を処理するため、事務局を設置する。 
2 事務局には、事務局長その他必要な職員を置く。 
3 事務局長及び職員は理事会が任免する。 
4 事務局の組織及び運営に関し必要な事項は、理事会の決議を経て別に定める。 
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（備付帳簿及び書類） 
第39条  主たる事務所には、常に次に掲げる帳簿及び書類を備えておかなければならない。 

(1) 定款。 
(2) 会員名簿及び会員の異動に関する書類。 
(3) 理事、監事及び職員の名簿及び履歴書。 
(4) 許可、認可等及び登記に関する書類。 
(5) 定款に定める機関の議事に関する書類。 
(6) 収入支出に関する帳簿及び証拠書類。 
(7) 財産台帳、負債台帳及び正味財産の状況を示す書類。 
(8) その他必要な帳簿及び書類。 

第10章  会  計  

（経費の支弁） 
第40条  本会の経費は、資産をもって支弁する。 

（事業計画及び収支予算） 
第41条  本会の事業計画及び収支予算は、毎事業年度開始の日の前日までに会長が作成し

理事会の承認を得る。 
2 前項の書類については、主たる事務所に、当該事業年度が終了するまでの間、備え
置くものとする。 

（暫定予算） 
第42条  前条の規定にかかわらず、やむを得ない理由により予算が成立しないときは、会

長は、理事会の決議を経て、予算成立の日まで前年度の予算に準じ収入支出する
ことができる。 

2 前項の収入支出は、新たに成立した予算の収入支出とみなす。 

（事業報告及び収支決算） 
第43条  本会の事業報告及び決算については、毎事業年度終了後、会長が作成し、監事の

監査を受けた上で、理事会の承認を受けなければならない。 
(1) 事業報告 
(2) 事業報告の附属明細書 
(3) 貸借対照表 
(4) 損益計算書（正味財産増減計算書） 
(5) 貸借対照表及び損益計算書（正味財産増減計算書）の附属明細書 
(6) 財産目録 

2 前項の承認を受けた書類のうち、第1号、第3号、第4号及び第6号の書類については、
定時総会に提出し、第1号の書類についてはその内容を報告し、その他の書類につい
ては承認を受けなければならない。 

3    第 1項の書類のほか、監査報告を主たる事務所に5年間備え置きするとともに、定款、
会員名簿を主たる事務所に備え置きするものとする。 
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（長期借入金） 
第44条  本会が資金の借入れをしようとするときは、その会計年度の収入をもって償還す

る短期借入金を除き、総会において正会員現在数の３分の２以上の同意を得なけ
ればならない。 

第11章  加盟登録及び登録料 

（加盟登録） 
第45条  次の各号に規定する者は、本会に加盟登録しなければならない。 

(1)  日本サッカー協会に加盟登録しようとするチーム（以下、「登録チーム」とい
う。) 

(2) 日本サッカー協会又は日本サッカー協会加盟団体が主催するサッカー競技大会、
フットサル競技大会、ビーチサッカー大会に出場しようとするチーム及び選手。 

(3) 日本サッカー協会に審判員又は審判指導者の登録をしようとする者。 
(4) 日本サッカー協会に指導者の登録をしようとする者。 

2 前項第1号の登録チームは、所属する選手を本会に登録する。 

（登録料) 
第46条  前条各号に規定する者は、総会において別に定める登録料を、本会に納付しなけ

ればならない。 

第12章  定款の変更及び解散 

（定款の変更） 
第47条  この定款を変更するときは、総会の決議を経なければならない。 

（解 散） 
第48条  本会は、総会の決議その他法令で定められた事由により解散することができる。 

（剰余金の分配） 
第49条  本会は、剰余金の分配を行うことができない。 

（残余財産の帰属） 
第50条  本会が清算をする時に有する残余財産は、総会の決議を経て、公益社団法人及び

公益財団法人の認定等に関する法律第5条第17号に掲げる法人又は国もしくは地
方公共団体に贈与するものとする。 

第13章  公告の方法 

（公 告） 
第51条  本会の公告は、主たる事務所の公衆の見やすい場所に掲示する方法により行う。 
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第14章  雑  則  

（委 任） 
第52条  この定款に定めるもののほか、本会の運営に必要な事項は、理事会の決議を経て

別に定める。

附  則  
1 この定款は、一般社団法人及び一般財団法人に関する法律及び公益社団法人及び公
益財団法人の認定等に関する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律第12
1条第1項において読み替えて準用する同法第106条第1項に定める一般法人の設立
の登記の日から施行する。 

2 一般社団法人及び一般財団法人に関する法律及び公益社団法人及び公益財団法人の
認定等に関する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律第121条第1項にお
いて読み替えて準用する同法第106条第1項に定める特例民法法人の解散の登記と一
般法人の設立の登記を行ったときは、第4条第3項の規定にかかわらず、解散の登記
の日の前日を事業年度の末日とし、設立の登記の日を事業年度の開始日とする。 

3 本会の最初の会長は平林 正光とする。 
4 第 6条及び第7条の規程に係らず、社団法人長野県サッカー協会の会員であった者が
引き続きこの法人の会員となった場合は、入会金は徴収しない。 

5 従前の社団法人長野県サッカー協会に帰属する一切の権利義務は、本会が継承する。 

上記定款は、2015年 2月20日社員総会定款一部変更決議に基づき作成された定款で
あり、当法人の現行定款に相違ありません。 
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運営規則

第1章 総則 

（目的） 
第1条 この規則は、会長が一般社団法人長野県サッカー協会（以下「本協会」という。) 定款第52条の規定

に基づき、本協会の組織及び運営等に関する基本原則を定める。 
 2 （中立性及び差別の禁止） 

本協会は、政治的及び宗教的に中立な立場でなければならない。人種、性、言語、宗教、政治その他
の事由を理由とする国家、個人又は集団に対する差別、いかなるものであれ厳格に禁止されるものと
し、これに反する場合には、本協会の規定に従って懲罰を科すものとする。 

（加盟） 
第2条 本協会は、長野県内のサッカーを統括する団体として、公益財団法人日本サッカー協会（以下「日本

サッカー協会」という。）並びに一般社団法人北信越サッカー協会及び公益財団法人長野県体育協会
に加盟する。 

（遵守義務） 
第3条 本協会の会員は、日本サッカー協会の寄附行為、基本規程及び本協会の定款、本規則及びこれに付随

する諸規定を遵守する義務を負うものとする。 

第2章 役員 

（理事の選出） 
第4条 役員は、別に定める規定に基づき総会において選出する。 

（役員の定年） 
第5条  役員は、その就任時において、会長、副会長及び専務理事は満70歳未満、その他の理事及び監事は 

満65歳未満でなくてはならない。ただし、総会において特に承認が得られた者はこの限りではない。 

第3章 名誉会長及び顧問 

（名誉会長及び顧問） 
第6条 名誉会長及び顧問の任期は2年とする。ただし、再任を妨げない。 
 2 顧問のうちから最高顧問を置くことができることとし、任期は2年とする。 

第4章 委員会 

（委員会の設置） 
第7条 本協会の事業遂行のため、定款第37条の規定に基づき、次の専門委員会及び種別委員会を置く。 
 技術委員会 
 審判委員会 
 規律・フェアプレー委員会 
 医学委員会 
 国体委員会 
 競技運営委員会 
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 1種委員会 
 2種委員会 
 3種委員会 
 4種委員会 
 女子委員会 
 シニア委員会 
 フットサル委員会 
 グラスルーツ委員会 
 将来あり方委員会 
 地区協会部会 

 2 前項各号の委員会の主たる業務は次のとおりとする。 
 技術委員会 
ア 競技技術の調査、研究並びに指導に関すること。 
イ 技術講習会、研究会、練習会等の立案及び実施に関すること。 
ウ 指導者の登録に関すること。 
エ 指導者の研修及び派遣に関すること。 
オ サッカー競技の指導方針に関すること。 
カ 選手の育成強化の方針及び対策に関すること。 
 審判委員会 
ア 各種競技会の審判員の編成及び割当並びに審判の実施に関すること。 
イ 審判技術の研修並びにその指導に関すること。 
ウ 公認審判員の推薦に関すること。 
エ 審判員の育成並びにそれに伴う事業の立案、実施に関すること。 
オ 競技規則の研究及び規則の周知に関すること。 
カ 審判員及び審判指導者の登録に関すること。 
 規律・フェアプレー委員会 
ア フェアプレーに関すること。 
イ 競技及び競技会に関連する違反行為に対する調査・審議及び懲罰事項の決定に関すること。 
ウ ウェルフェアオフィサーの養成と設置及び活動の推進に関すること。 
 医学委員会 
ア サッカー競技者の傷害に対する処置と予防に関すること。 
イ サッカー競技者の体力向上に関すること。 
 国体委員会 
ア 国体代表選手の強化練習に関すること。 
イ 国体代表選手の強化に伴う調査研究に関すること。 
ウ その他国体代表選手の強化に必要な事項に関すること。 
 競技運営委員会 
ア 長野県内のサッカー競技施設に関すること。 
イ 長野県内のサッカー競技施設の利用調整に関すること。 
 1種委員会 
ア 登録種別第1種に関すること。 
イ 登録種別第1種に関する大会及び試合の監理に関すること。 
 2種委員会 
ア 登録種別第2種に関すること。 
イ 登録種別第2種に関する大会及び試合の監理に関すること。 
 3種委員会 
ア 登録種別第3種に関すること。 
イ 登録種別第3種に関する大会及び試合の監理に関すること。 
 4種委員会 
ア 登録種別第4種に関すること。 
イ 登録種別第4種に関する大会及び試合の監理に関すること。  
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 女子委員会 
ア 登録種別女子に関すること。 
イ 登録種別女子に関する大会及び試合の監理に関すること。 
ウ 女子のサッカー競技の普及に関すること。 
 シニア委員会 
ア 登録種別シニアに関すること。 
イ 登録種別シニアに関する大会及び試合の監理に関すること。 
 フットサル委員会 
ア 登録種別フットサルに関すること。 
イ 登録種別フットサルに関する大会及び試合の監理に関すること。 
ウ フットサル競技の普及に関すること。 
 グラスルーツ委員会 
ア 幼児及び児童のサッカーの普及に関すること。 
イ 障がい者のサッカーの普及に関すること。 
ウ 削除 
 将来あり方委員会 
ア 長野国体準備委員会の設立。 
イ 協会ヴィジョンの具体的指標の設定。 
ウ 協会組織編成に関する策定。 
 地区協会部会 
ア 4種年代を中心とした育成に関すること。 
イ 各地区の施設整備。 
ウ 未加盟地区の加盟推進。 
エ 審判員の登録、育成に関する補助、推進。 

 3 第1項に規定する委員会に含まれない業務の必要が生じた場合には特別委員会を置くことができる。特別
委員会の委員長及び委員の選出、設置、廃止及び業務については別に定める規程に基づいて行うものと
する。 

（組織及び委員） 
第8条 委員会は、それぞれ委員長及び委員をもって構成する。 
 2 削除 
 3 委員長及び委員の任期は2年とする。ただし、再任を妨げない。 

（委員の選出） 
第9条 委員長は別に定める規定に基づき委員を選出し、理事会の承認を受ける。 

（委員の任務及び費用弁償） 
第10条 委員は事務会務の実施運営に当たる。 
 2 委員の費用弁償は、本協会職員の旅費等に関する規程を準用する。 

（委員会の開催） 
第11条 委員会は随時必要に応じて開き、必要業務を遂行する。 

附則 
1 この規則は2008年4月1日より施行する。 
2 2016年3月19日改正（2016年4月1日施行） 
3 2016年6月11日改正（2016年6月11日施行） 
4 2018年2月17日改正（2018年4月1日施行） 
5 2019年3月2日改正（2019年4月1日施行） 
6 2019年6月9日改正（2019年6月9日施行） 
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第5章 連盟 

第12条 削除 

第6章 郡市協会又は地区協会 

第13条 本協会は、サッカー競技の普及及び発展を図るため、地区協会を置くことができる。ただし、市町村
にサッカー協会がない場合は、市町村体育協会のサッカー担当者をもって市町村サッカー協会と同様
に取り扱うことができる。 

 2 前項の地区協会に関する規定は、理事会の承認を得なければならない。 

第7章 総会 

（総会） 
第14条 総会は、次の各号を審議し、議決する。 
 事業報告 
 収支決算報告 
 監査報告 
 事業計画 
 予算計画 
 定款の変更 
 役員の選任及び解任 
 その他 

 2 役員、特別委員長、事務局長、事務局次長は総会に出席し、総会の諮問に答えなければならない。 

第8章 理事会 

（理事会） 
第15条 理事会は、次の各号を審議し、承認する。また、特別委員長、事務局長、事務局次長及び監事は理事

会に出席して意見を述べることができる。 
 総会へ提出する次の案件 
ア 事業報告 
イ 収支決算報告 
ウ 監査報告 
エ 事業計画 
オ 予算計画 
カ 定款の変更 
キ その他 
 事業計画に基づく運営上の具体的事項の審議 
 理事会に付託された事項の審議 
 規則等の改廃 
 その他 
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第9章 常務理事会 

（常務理事会） 
第16条 常務理事会は、会長、副会長、専務理事、常務理事をもって組織する。ただし、事務局長は、常務理

事会に出席して意見を述べることができる。 
 2 常務理事会は、会長又は専務理事の要請によりその都度開催し、議長は会長がこれに当たる。 
 3 常務理事会は次の事項につき協議する。 
 理事会提出議案の作成に関すること。 
 理事会決議事項の執行に関すること。 
 その他理事会の決議を要しない常務に関すること。 

第10章 褒賞及び懲罰 

（褒賞） 
第17条 本協会の目的達成のため著しい功績のあった個人あるいは団体に対し、別に定める規程に基づいて褒

賞する。 

（懲罰） 
第18条 本協会に対して不利益又は名誉を損なった個人あるいは団体に対し、別に定める規程に基づいて懲罰

する。 

第11章 資産及び会計 

（運営経費） 
第19条 本協会の運営経費は定款第40条で定めるほか次よってこれを充てる。 
 分担金 
 補助金 
 賛助金 

（資産の管理） 
第20条 本協会の資産管理方法は次のとおりとする。 
 基本財産は、確実な銀行等の定期預金又は信託会社に信託し、又は国公債若しくは確実な有価証券に換
えて保管する。 
 運用財産のうち、現金は、郵便官署若しくは確実な銀行等に預け入れる。 
 収支については、その都度、伝票を起票し、会計帳簿等に記載する。 
 委員会の会計についても第2号及び第3号の規定を準用する。 

（監査) 
第21条 本協会の会計は総会前に監査を受け、その結果を総会に報告し承認を受ける。 

（会旗・標章） 
第22条 本協会の会旗は、日本サッカー協会の会旗の左下に長野と黄色で表示する。 
 2 本協会の標章は、別紙図面のとおりとする。 

（会旗・標章の使用制限） 
第23条 本協会の会旗又は標章は、本協会の事前の承認を得ない限り、記章その他の意匠として使用すること

はできない。 
 2 会旗又は標章を意匠として使用することを希望する者は、本協会に対し、使用目的、図案、使用範囲及

び製作個数等を明記した承認申請書を提出し、専務理事の承認を得なければならない。 

- 14 -



（規則の改正） 
第24条 本規則の改廃は、理事会の議決を経て、これを行う。 

附則 
1 この規則は2006年4月1日より施行する。 
2 第12条第2項及び第13条第2項の規定にかかわらず、既に設立されているものについては、その規定は、理
事会の承認を得たものとする。 

3 2016年3月19日改正（2016年4月1日施行） 
4 2018年2月17日改正（2018年4月1日施行） 
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